
JP 2016-38457 A 2016.3.22

10

(57)【要約】
【課題】より広い周波数帯の音を遮音することのできる
遮音材を提供する。
【解決手段】本発明の遮音材１０は、表側壁面１２及び
裏側壁面１４を備えている。表側壁面１２と裏側壁面１
４との間には、複数の独立空間１６と、複数の独立空間
１６の間の空間である連続空間１８が形成されている。
複数の独立空間１６のうち少なくとも１つの独立空間１
６には、音源が存在する側の空間に向けて開口する孔Ｐ
が形成されている。連続空間１８には、音源が存在する
側の空間に向けて開口する孔Ｐが形成されている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　表側壁面及び裏側壁面を備えた遮音材であって、
　前記表側壁面と前記裏側壁面との間には、複数の独立空間と、前記複数の独立空間の間
の空間である連続空間が形成されており、
　前記複数の独立空間のうち少なくとも１つの独立空間には、音源が存在する側の空間に
向けて開口する孔が形成されており、
　前記連続空間には、音源が存在する側の空間に向けて開口する孔が形成されていること
を特徴とする、
　遮音材。
【請求項２】
　前記連続空間に形成された孔の直径よりも、前記独立空間に形成された孔の直径の方が
大きいことを特徴とする、請求項１記載の遮音材。
【請求項３】
　前記独立空間に形成された孔の直径よりも、前記連続空間に形成された孔の直径の方が
大きいことを特徴とする、請求項１記載の遮音材。
【請求項４】
　前記連続空間に形成された孔の直径と、前記独立空間に形成された孔の直径が同じであ
ることを特徴とする、請求項１記載の遮音材。
【請求項５】
　前記独立空間にのみ孔を形成したときの遮音材の共鳴周波数と、前記連続空間にのみ孔
を形成したときの遮音材の共鳴周波数とがほぼ等しくなるように、前記独立空間及び前記
連続空間に形成された孔の大きさがそれぞれ設定されていることを特徴とする、請求項１
から請求項４のうちいずれか１項に記載の遮音材。
【請求項６】
　前記独立空間の形状が略円錐台状、略円錐状、あるいは略円柱状であることを特徴とす
る、請求項１から請求項５のうちいずれか１項に記載の遮音材。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、遮音材に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、車室内側に向けて開口する開口部を有する閉塞空間からなる車室内側レゾネータ
構造と、車室外側に向けて開口する開口部を有する閉塞空間からなる車室外側レゾネータ
構造と、を有することを特徴とする車両用内装材が知られている（特許文献１参照）。こ
の車両用内装材は、表側基材及び裏側基材を備えており、前記表側基材及び前記裏側基材
の間には空間が形成されており、前記空間は、格子状のリブによって複数の部屋に区画さ
れている。前記複数の部屋のうち、車室内側に向けて開口する開口部を有する部屋によっ
て車室内側レゾネータ構造が形成されており、車室外側に向けて開口する開口部を有する
部屋によって車室外側レゾネータ構造が形成されている。この車両用内装材によれば、表
側及び裏側に音波が入射するための開口部が設けられているために、車室内側の騒音だけ
でなく、車室外側の騒音を遮音することができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００９－９６３４２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
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　しかし、特許文献１に開示されたような従来の遮音材は、複数の開口部の大きさ（直径
）が同じであるとともに、複数の閉塞空間の容積が同じであるため、共鳴周波数が一定で
あり、特定の狭い周波数帯の音を遮音できるのみであった。
【０００５】
　本発明の目的の１つは、より広い周波数帯の音を遮音することのできる遮音材を提供す
ることである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　課題を解決するための手段は、以下の発明である。
　表側壁面及び裏側壁面を備えた遮音材であって、
　前記表側壁面と前記裏側壁面との間には、複数の独立空間と、前記複数の独立空間の間
の空間である連続空間が形成されており、
　前記複数の独立空間のうち少なくとも１つの独立空間には、音源が存在する側の空間に
向けて開口する孔が形成されており、
　前記連続空間には、音源が存在する側の空間に向けて開口する孔が形成されていること
を特徴とする、遮音材。
【０００７】
　上記遮音材において、前記連続空間に形成された孔の直径よりも、前記独立空間に形成
された孔の直径の方が大きい。
【０００８】
　上記遮音材において、前記独立空間に形成された孔の直径よりも、前記連続空間に形成
された孔の直径の方が大きい。
【０００９】
　上記遮音材において、前記連続空間に形成された孔の直径と、前記独立空間に形成され
た孔の直径が同じである。
【００１０】
　上記遮音材において、前記独立空間にのみ孔を形成したときの遮音材の共鳴周波数と、
前記連続空間にのみ孔を形成したときの遮音材の共鳴周波数とがほぼ等しくなるように、
前記独立空間及び前記連続空間に形成された孔の大きさがそれぞれ設定されている。
【００１１】
　前記独立空間の形状が略円錐台状、略円錐状、あるいは略円柱状である。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、より広い周波数帯の音を遮音することのできる遮音材を提供すること
ができる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】第１の遮音材の斜視図である。
【図２】第１の遮音材の断面図である。
【図３】第２の遮音材の斜視図である。
【図４】第２の遮音材の断面図である。
【図５】第３の遮音材の斜視図である。
【図６】第３の遮音材の断面図である。
【図７】図７（ａ）～（ｃ）は、独立空間にのみ孔が設けられた遮音材の断面図である。
【図８】遮音材（ａ）～（ｃ）を用いて多孔効果を測定した結果を示している。
【図９】図９（ｄ）は、独立空間にのみ孔が設けられた遮音材の断面図である。図９（ｅ
）は、連続空間にのみ孔が設けられた遮音材の断面図である。図９（ｆ）は、独立空間及
び連続空間の両方に孔が設けられた遮音材の断面図である。
【図１０】遮音材（ｄ）～（ｆ）を用いて多孔効果を測定した結果を示している。
【図１１】図１１（ｇ）は、複数の独立空間に、同じ大きさの孔が設けられた遮音材の断
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面図である。図１１（ｈ）は、複数の独立空間に、異なる大きさの孔が設けられた遮音材
の断面図である。
【図１２】遮音材（ｇ）、（ｈ）を用いて多孔効果を測定した結果を示している。
【図１３】図１３（ｉ）は、独立空間にのみ孔が設けられた遮音材の断面図である。図１
３（ｊ）は、独立空間及び連続空間の両方に孔が設けられた遮音材の断面図である。
【図１４】遮音材（ｉ）～（ｊ）を用いて多孔効果を測定した結果を示している。
【図１５】図１５（ｋ）は、独立空間にのみ孔が設けられた遮音材の断面図である。図１
５（ｌ）は、連続空間にのみ孔が設けられた遮音材の断面図である。図１５（ｍ）は、独
立空間及び連続空間の両方に孔が設けられた遮音材の断面図である。
【図１６】図１６は、遮音材（ｋ）～（ｍ）を用いて多孔効果を測定した結果を示してい
る。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下、本発明の実施形態について図面を参照しながら詳細に説明する。
　以下の実施形態では、まず、遮音材の例として、第１の遮音材、第２の遮音材、及び、
第３の遮音材について説明する。
【００１５】
［第１の遮音材］
　図１は、第１の遮音材の斜視図である。図２は、第１の遮音材の断面図である。
　図１及び図２に示すように、第１の遮音材１０は、表側壁面１２及び裏側壁面１４を備
えている。表側壁面１２と裏側壁面１４との間には、複数の独立空間１６と、複数の独立
空間１６の間の空間である連続空間１８が形成されている。複数の独立空間１６のうち少
なくとも１つの独立空間１６には、音源が存在する側の空間に向けて開口する孔Ｐが形成
されている。連続空間１８にも、音源が存在する側の空間に向けて開口する孔Ｐが形成さ
れている。つまり、独立空間１６及び連続空間１８の両方に、音源が存在する側の空間に
向けて開口する孔Ｐが形成されている（ただし、図１では、遮音材に孔Ｐが形成される前
の状態を示している）。
【００１６】
　図２に示すように、独立空間１６は、表側の独立空間１６ａと、裏側の独立空間１６ｂ
によって構成されている。表側及び裏側の独立空間１６ａ、１６ｂは、中間の仕切壁１６
ｃによって仕切られている。表側及び裏側の独立空間１６ａ、１６ｂは、周壁部１６ｄに
よって囲まれた略円錐台状の空間からなる。表側及び裏側の独立空間１６ａ、１６ｂは、
直径が小さい方の底面において互いに突き合わせた状態で連結されており、全体として鼓
状の形状を有している。
【００１７】
　連続空間１８は、複数の独立空間１６の間に形成された空間であり、連続した１つの空
間からなる。連続空間１８と独立空間１６は、周壁部１６ｄによって仕切られている。
【００１８】
［第２の遮音材］
　図３は、第２の遮音材の斜視図である。図４は、第２の遮音材の断面図である。
　図３及び図４に示すように、第２の遮音材２０は、表側壁面２２及び裏側壁面２４を備
えている。表側壁面２２と裏側壁面２４との間には、複数の独立空間２６と、複数の独立
空間２６の間の空間である連続空間２８が形成されている。複数の独立空間２６のうち少
なくとも１つの独立空間２６には、音源が存在する側の空間に向けて開口する孔Ｐが形成
されている。連続空間２８にも、音源が存在する側の空間に向けて開口する孔Ｐが形成さ
れている。つまり、独立空間２６及び連続空間２８の両方に、音源が存在する側の空間に
向けて開口する孔Ｐが形成されている（ただし、図３では、遮音材に孔Ｐが形成される前
の状態を示している）。
【００１９】
　図４に示すように、独立空間２６は、周壁部２６ｄによって囲まれた略円錐台状の空間
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からなる。連続空間２８は、複数の独立空間２６の間に形成された空間であり、連続した
１つの空間からなる。連続空間２８と独立空間２６は、周壁部２６ｄによって仕切られて
いる。
【００２０】
［第３の遮音材］
　図５は、第３の遮音材の斜視図である。図６は、第３の遮音材の断面図である。
　図５及び図６に示すように、第３の遮音材３０は、表側壁面３２及び裏側壁面３４を備
えている。表側壁面３２と裏側壁面３４との間には、複数の独立空間３６と、複数の独立
空間３６の間の空間である連続空間３８が形成されている。複数の独立空間３６のうち少
なくとも１つの独立空間３６には、音源が存在する側の空間に向けて開口する孔Ｐが形成
されている。連続空間３８にも、音源が存在する側の空間に向けて開口する孔Ｐが形成さ
れている。つまり、独立空間３６及び連続空間３８の両方に、音源が存在する側の空間に
向けて開口する孔Ｐが形成されている（ただし、図５では、遮音材に孔Ｐが形成される前
の状態を示している）。
【００２１】
　図６に示すように、独立空間３６は、周壁部３６ｄによって囲まれた略円柱状の空間か
らなる。連続空間３８は、複数の独立空間３６の間に形成された空間であり、連続した１
つの空間からなる。連続空間３８と独立空間３６は、周壁部３６ｄによって仕切られてい
る。
【００２２】
　上記で説明した第１の遮音材１０は、例えば、二枚の熱可塑性樹脂シートにエンボスロ
ーラを用いて複数の円錐台状の凸部を突設し、突設された複数の凸部同士を突き合わせた
状態で溶着してなる芯材の表裏に、熱可塑性樹脂シートを貼り合わせることによって製造
することができる。第２の遮音材２０は、例えば、熱可塑性樹脂シートにエンボスローラ
を用いて複数の円錐状の凸部を突設し、複数の凸部が突設された芯材の表裏に、熱可塑性
樹脂シートを貼り合わせることによって製造することができる。第３の遮音材３０は、例
えば、熱可塑性樹脂シートにエンボスローラを用いて複数の円柱状の凸部を突設し、複数
の凸部が突設された芯材の表裏に、熱可塑性樹脂シートを貼り合わせることによって製造
することができる。熱可塑性樹脂シートとしては、例えば、ポリオレフィン系樹脂シート
、特にポリプロピレンシートを用いることが好ましいが、他の熱可塑性樹脂シートを用い
ても良い。
【００２３】
　上記で説明した第１～第３の遮音材１０、２０、３０は、公知の装置によって製造する
ことが可能であり、例えば、特開２００９－１９４９５号公報に開示された装置によって
製造することが可能である。
【００２４】
　本発明の遮音材によれば、利用環境や使用目的に応じて狭帯域あるいは広帯域における
遮音性向上を図ることができる。
　本発明の遮音材によれば、例えば、ある特定の騒音を遮音したい場合に、その騒音がも
つ特定の周波数帯の音のみを重点的に遮音することができる。
　本発明の遮音材によれば、例えば、狭い周波数帯の音を重点的に遮音するだけでなく、
広い周波数帯の音を満遍なく遮音することもできる。
【００２５】
　ヘルムホルツの共鳴原理によれば、共鳴器の内部容積をＶ（ｃｍ３）、開口部の長さを
Ｌ（ｃｍ）、開口部の面積をＳ（ｃｍ２）、音速をｃ（ｃｍ／ｓ）としたとき、共鳴器の
開口部に入射する音の共鳴周波数ｆ（Ｈｚ）は、以下の式（１）により求めることができ
る。
 ｆ ＝ （ｃ／２π）×（Ｓ／（Ｌ×Ｖ））１／２ …式（１）
【００２６】
　つまり、Ｖ、Ｓ、Ｌの値を調整することによって、共鳴器に入射する音の共鳴周波数を
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異ならせることが可能である。本発明は、この原理を応用したものである。つまり、独立
空間及び連続空間の容積を調整することによって、共鳴周波数を異ならせることができる
。あるいは、独立空間及び連続空間に形成された孔の大きさを調整することによって、共
鳴周波数を異ならせることができる。これにより、特定の狭い周波数帯の音を重点的に遮
音することもできるし、広い周波数帯の音を遮音することもできる。
【００２７】
　以下、本発明の遮音材の効果を実証するために行った遮音性能の評価試験について説明
する。
　以下の説明において、「多孔効果」とは、複数の孔Ｐを設けていない遮音材を用いて測
定した音響透過損失（ｄＢ）と、複数の孔Ｐを設けた遮音材を用いて測定した音響透過損
失（ｄＢ）との差を意味する。音響透過損失は、残響室と無響室の間に遮音材を設置し、
残響室に音源を設置するとともに、無響室にマイクロフォンを設置して測定した。
【００２８】
［遮音性能の評価試験１］
　図７（ａ）～（ｃ）は、独立空間にのみ孔が設けられた遮音材の断面図である。遮音材
の形状は、上記で説明した第１の遮音材１０とほぼ同じである。以下では、図７（ａ）～
（ｃ）の遮音材を、遮音材（ａ）、遮音材（ｂ）、遮音材（ｃ）のように呼ぶことがある
。
【００２９】
　遮音材（ａ）に設けられた孔の直径は、１．５ｍｍである。
　遮音材（ｂ）に設けられた孔の直径は、１．０ｍｍである。
　遮音材（ｃ）には、直径１．５ｍｍの孔と直径１．０ｍｍの孔が交互に設けられている
。
【００３０】
　図８は、遮音材（ａ）～（ｃ）を用いて多孔効果を測定した結果を示している。
　図８に示すように、遮音材（ａ）の多孔効果は、周波数８ｋＨｚ付近においてピークと
なっており、遮音材（ａ）の共鳴周波数が約８ｋＨｚであると推定できる。遮音材（ｂ）
の多孔効果は、周波数６ｋＨｚ付近においてピークとなっており、遮音材（ｂ）の共鳴周
波数が約６ｋＨｚであると推定できる。遮音材（ｃ）の多孔効果は、周波数８ｋＨｚ付近
においてピークとなっているが、遮音材（ａ）よりも広い周波数帯において高い多孔効果
が得られている。
【００３１】
　図８に示す結果より、遮音材の内部に容積が一定の複数の独立空間を設けるとともに、
複数の独立空間に設ける孔の大きさを調整することによって、遮音材の共鳴周波数を調整
することができることがわかる。例えば、容積が一定の複数の独立空間に同じ大きさの孔
を設けることによって、特定の狭い周波数帯の音（例えば、共鳴周波数±１ｋＨｚ付近の
音）を重点的に遮音することができる。また、容積が一定の複数の独立空間に異なる大き
さの孔を設けることによって、広い周波数帯の音を万遍なく遮音することができる。
【００３２】
［遮音性能の評価試験２］
　図９（ｄ）は、独立空間にのみ孔が設けられた遮音材の断面図である。図９（ｅ）は、
連続空間にのみ孔が設けられた遮音材の断面図である。図９（ｆ）は、独立空間及び連続
空間の両方に孔が設けられた遮音材の断面図である。遮音材の形状は、上記で説明した第
１の遮音材１０とほぼ同じである。以下では、図９（ｄ）～（ｆ）の遮音材を、遮音材（
ｄ）、遮音材（ｅ）、遮音材（ｆ）のように呼ぶことがある。
【００３３】
　遮音材（ｄ）に設けられた孔の直径は、１．５ｍｍである。
　遮音材（ｅ）に設けられた孔の直径は、１．５ｍｍである。
　遮音材（ｆ）の独立空間には直径１．５ｍｍの孔が設けられており、連続空間には直径
１．５ｍｍの孔が設けられている。
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【００３４】
　図１０は、遮音材（ｄ）～（ｆ）を用いて多孔効果を測定した結果を示している。
　図１０に示すように、遮音材（ｄ）の多孔効果は、周波数８ｋＨｚ付近においてピーク
となっており、遮音材（ｄ）の共鳴周波数が約８ｋＨｚであると推定できる。遮音材（ｅ
）の多孔効果も、周波数８ｋＨｚ付近においてピークとなっており、遮音材（ｅ）の共鳴
周波数が約８ｋＨｚであると推定できる。遮音材（ｆ）の多孔効果は、周波数８ｋＨｚ付
近においてピークとなっており、遮音材（ｄ）及び遮音材（ｅ）よりも高い多孔効果が得
られている。
【００３５】
　図１０に示す結果より、遮音材の内部に容積が一定の複数の独立空間及び連続空間を設
けるとともに、複数の独立空間及び連続空間に設ける孔の大きさを調整することによって
、遮音材の共鳴周波数を調整することができることがわかる。
　例えば、容積が一定の複数の独立空間に同じ大きさの孔を設けることによって、特定の
狭い周波数帯の音（例えば、共鳴周波数±１ｋＨｚ付近の音）を重点的に遮音することが
できる。
【００３６】
　また、連続空間に、同じ大きさの孔を一定のピッチで設ける事によって、特定の周波数
帯の音（例えば、共鳴周波数±１ｋＨｚ付近の音）を重点的に遮音することができる。
【００３７】
　さらに、独立空間にのみ孔を設けた場合の共鳴周波数と、連続空間にのみ孔を設けた場
合の共鳴周波数とを一致させることができる。そして、独立空間及び連続空間の両方に、
共鳴周波数を一致させたときと同じ大きさの孔をそれぞれ設けることによって、特定の周
波数帯の音（例えば、共鳴周波数±１ｋＨｚ付近の音）をより効果的に遮音できるように
なる。
【００３８】
　図９（ｆ）の遮音材は、独立空間にのみ孔を形成したときの遮音材の共鳴周波数と、連
続空間にのみ孔を形成したときの遮音材の共鳴周波数とがほぼ等しくなるように、独立空
間及び連続空間に形成された孔の大きさがそれぞれ設定されている。これにより、特定の
周波数帯の音（例えば、共鳴周波数±１ｋＨｚ付近の音）をより効果的に遮音できるよう
になる。
【００３９】
［遮音性能の評価試験３］
　図１１（ｇ）は、複数の独立空間に、同じ大きさの孔が設けられた遮音材の断面図であ
る。図１１（ｈ）は、複数の独立空間に、異なる大きさの孔が設けられた遮音材の断面図
である。遮音材の形状は、上記で説明した第２の遮音材２０とほぼ同じである。以下では
、図１１（ｇ）～（ｈ）の遮音材を、遮音材（ｇ）、遮音材（ｈ）のように呼ぶことがあ
る。
【００４０】
　遮音材（ｇ）に設けられた孔の直径は、１．０ｍｍである。
　遮音材（ｈ）に設けられた孔の直径は、０．６ｍｍ、１．０ｍｍ、１．５ｍｍの３種類
である。
【００４１】
　図１２は、遮音材（ｇ）、（ｈ）を用いて多孔効果を測定した結果を示している。
　図１２に示すように、遮音材（ｇ）の多孔効果は、周波数６ｋＨｚ付近においてピーク
となっており、遮音材（ｇ）の共鳴周波数が約６ｋＨｚであると推定できる。遮音材（ｈ
）の多孔効果は、周波数５ｋＨｚ付近においてピークとなっているが、遮音材（ｇ）より
も広い周波数帯において高い多孔効果が得られている。
【００４２】
　図１２に示す結果より、遮音材の内部に容積が一定の複数の独立空間を設けるとともに
、複数の独立空間に設ける孔の大きさを調整することによって、遮音材の共鳴周波数を調
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整することができることがわかる。例えば、容積が一定の複数の独立空間に同じ大きさの
孔を設けることによって、特定の狭い周波数帯の音（例えば、共鳴周波数±１ｋＨｚ付近
の音）を重点的に遮音することができる。また、容積が一定の複数の独立空間に異なる大
きさの孔を設けることによって、広い周波数帯の音を万遍なく遮音することができる。
【００４３】
［遮音性能の評価試験４］
　図１３（ｉ）は、独立空間にのみ孔が設けられた遮音材の断面図である。図１３（ｊ）
は、独立空間及び連続空間の両方に孔が設けられた遮音材の断面図である。遮音材の形状
は、上記で説明した第２の遮音材２０とほぼ同じである。以下では、図１３（ｉ）～（ｊ
）の遮音材を、遮音材（ｉ）、遮音材（ｊ）のように呼ぶことがある。
【００４４】
　遮音材（ｉ）に設けられた孔の直径は、１．５ｍｍである。
　遮音材（ｊ）の独立空間には直径１．５ｍｍの孔が設けられており、連続空間には直径
１．５ｍｍの孔が設けられている。
【００４５】
　図１４は、遮音材（ｉ）～（ｊ）を用いて多孔効果を測定した結果を示している。
　図１４に示すように、遮音材（ｉ）の多孔効果は、周波数８ｋＨｚ付近においてピーク
となっており、遮音材（ｉ）の共鳴周波数が約８ｋＨｚであると推定できる。遮音材（ｊ
）の多孔効果は、周波数８ｋＨｚ付近においてピークとなっており、遮音材（ｉ）よりも
高い多孔効果が得られている。
【００４６】
　図１４に示す結果より、遮音材の内部に容積が一定の複数の独立空間及び連続空間を設
けるとともに、複数の独立空間及び連続空間に設ける孔の大きさを調整することによって
、遮音材の共鳴周波数を調整することができることがわかる。
　例えば、容積が一定の複数の独立空間に同じ大きさの孔を設けることによって、特定の
狭い周波数帯の音（例えば、共鳴周波数±１ｋＨｚ付近の音）を重点的に遮音することが
できる。
【００４７】
　また、連続空間に、同じ大きさの孔を一定のピッチで設ける事によって、特定の周波数
帯の音（例えば、共鳴周波数±１ｋＨｚ付近の音）を重点的に遮音することができる。
【００４８】
　さらに、独立空間にのみ孔を設けた場合の共鳴周波数と、連続空間にのみ孔を設けた場
合の共鳴周波数とを一致させることができる。そして、独立空間及び連続空間の両方に、
共鳴周波数を一致させたときと同じ大きさの孔をそれぞれ設けることによって、特定の狭
い周波数帯の音（例えば、共鳴周波数±１ｋＨｚ付近の音）をより効果的に遮音できるよ
うになる。
【００４９】
　図１３（ｊ）の遮音材は、独立空間にのみ孔を形成したときの遮音材の共鳴周波数と、
連続空間にのみ孔を形成したときの遮音材の共鳴周波数とがほぼ等しくなるように、独立
空間及び連続空間に形成された孔の大きさがそれぞれ設定されている。これにより、特定
の周波数帯の音（例えば、共鳴周波数±１ｋＨｚ付近の音）をより効果的に遮音できるよ
うになる。
【００５０】
［遮音性能の評価試験５］
　図１５（ｋ）は、独立空間にのみ孔が設けられた遮音材の断面図である。図１５（ｌ）
は、連続空間にのみ孔が設けられた遮音材の断面図である。図１５（ｍ）は、独立空間及
び連続空間の両方に孔が設けられた遮音材の断面図である。遮音材の形状は、上記で説明
した第３の遮音材３０とほぼ同じである。以下では、図１５（ｋ）～（ｍ）の遮音材を、
遮音材（ｋ）、遮音材（ｌ）、遮音材（ｍ）のように呼ぶことがある。
【００５１】
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　遮音材（ｋ）に設けられた孔の直径は、１．０ｍｍである。
　遮音材（ｌ）に設けられた孔の直径は、１．０ｍｍである。
　遮音材（ｍ）の独立空間には直径１．０ｍｍの孔が設けられており、連続空間には直径
１．０ｍｍの孔が設けられている。
【００５２】
　図１６は、遮音材（ｋ）～（ｍ）を用いて多孔効果を測定した結果を示している。
　図１６に示すように、遮音材（ｋ）の多孔効果は、周波数１．３ｋＨｚ付近においてピ
ークとなっており、遮音材（ｋ）の共鳴周波数が約１．３ｋＨｚであると推定できる。遮
音材（ｌ）の多孔効果は、周波数１．５ｋＨｚ付近においてピークとなっており、遮音材
（ｌ）の共鳴周波数が約１．５ｋＨｚであると推定できる。遮音材（ｍ）の多孔効果は、
周波数１．３～１．５ｋＨｚ付近においてピークとなっており、遮音材（ｋ）、（ｌ）よ
りも高い多孔効果が得られている。
【００５３】
　図１６に示す結果より、遮音材の内部に容積が一定の複数の独立空間及び連続空間を設
けるとともに、複数の独立空間及び連続空間に設ける孔の大きさを調整することによって
、遮音材の共鳴周波数を調整することができることがわかる。
　例えば、容積が一定の複数の独立空間に同じ大きさの孔を設けることによって、特定の
狭い周波数帯の音（例えば、共鳴周波数±１ｋＨｚ付近の音）を重点的に遮音することが
できる。
【００５４】
　また、連続空間に、同じ大きさの孔を一定のピッチで設ける事によって、特定の周波数
帯の音（例えば、共鳴周波数±１ｋＨｚ付近の音）を重点的に遮音することができる。
【００５５】
　さらに、独立空間にのみ孔を設けた場合の共鳴周波数と、連続空間にのみ孔を設けた場
合の共鳴周波数とを一致させることができる。そして、独立空間及び連続空間の両方に、
共鳴周波数を一致させたときと同じ大きさの孔をそれぞれ設けることによって、特定の狭
い周波数帯の音（例えば、共鳴周波数±１ｋＨｚ付近の音）をより効果的に遮音できるよ
うになる。
【００５６】
　図１５（ｍ）の遮音材は、独立空間にのみ孔を形成したときの遮音材の共鳴周波数と、
連続空間にのみ孔を形成したときの遮音材の共鳴周波数とがほぼ等しくなるように、独立
空間及び連続空間に形成された孔の大きさがそれぞれ設定されている。これにより、特定
の周波数帯の音（例えば、共鳴周波数±１ｋＨｚ付近の音）をより効果的に遮音できるよ
うになる。
【００５７】
　遮音材の態様として、例えば、以下が考えられる。
（１）遮音材は、独立空間と、連続空間を有する。
（２）独立空間と連続空間の両方に、複数の孔が設けられている。
（３）独立空間のみに、複数の孔が設けられている。
（４）連続空間のみに、複数の孔が設けられている。
（５）独立空間に設けられた孔の径が、連続空間に設けられた孔の径よりも大きい。
（６）独立空間に設けられた孔の径が、連続空間に設けられた孔の径よりも小さい。
（７）独立空間に設けられた孔の径が、連続空間に設けられた孔の径と等しい。
（８）独立空間に、１種類の大きさの孔が設けられており、連続空間に、１種類の大きさ
の孔が設けられている。
（９）独立空間に、複数種類の大きさの孔が設けられており、連続空間に、１種類の大き
さの孔が設けられている。
（１０）独立空間に、１種類の大きさの孔が設けられており、連続空間に、複数種類の大
きさの孔が設けられている。
（１１）独立空間に、複数種類の大きさの孔が設けられており、連続空間に、複数種類の
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大きさの孔が設けられている。
（１２）１つの遮音材に設けられた複数の独立空間の容積が１種類である。
（１３）１つの遮音材に設けられた複数の独立空間の容積が複数種類である。
（１４）遮音材の共鳴周波数が１種類である。
（１５）遮音材の共鳴周波数が複数種類である。
【符号の説明】
【００５８】
１０、２０、３０　　　　遮音材
１２、２２、３２　　　　表側壁面
１４、２４、３４　　　　裏側壁面
１６ｃ　　　　　　　　　仕切壁
１６ｄ、２６ｄ、３６ｄ　周壁部
１６、１６ａ、１６ｂ、２６、３６　独立空間
１８、２８、３８　　　　連続空間
Ｐ　　　　　　　　　　　孔

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】
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